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正規・非正規雇用の平均

給与の現状と「同一労働

同一賃金」対応 

 

◆企業が支払った給与の総

額、７年連続増加 

国税庁が租税負担の検討

のため例年実施している「民

間給与実態調査」の最新版が

公表されました（2018 年 12

月 31 日現在の源泉徴収義務

者が対象）。 

調査によれば、昨年中に民

間の事業所が支払った給与

の総額は、223兆 5千億円（前

年対比 3.6％増）でした。給

与総額の増加は７年連続の

ことです。 

 

◆正規・非正規雇用の平均給

与 

また、１年を通じて勤務し

た給与所得者の１人当たり

の平均給与は 440 万円（同

2.0％増）でした。この平均給

与を正規・非正規雇用でみる

と、正規 504 万円（同 2.0％

増）、非正規 179 万円（同

2.2％増）とのことです。 

正規・非正規間では、給与

に倍以上の格差があるとい

えます。 

◆同一労働同一賃金まであ

と半年 

2020年４月には、いわゆる

「働き方改革関連法」（パー

ト・有期法、改正派遣法等）

による「同一労働同一賃金」

がいよいよ適用され、企業は

正規・非正規雇用での不合理

な給与の格差を禁じられる

こととなります（ただし、パ

ート・有期法の中小企業への

適用は 2021 年４月から）。

適用により、非正規雇用の平

均給与は来年以降も増加す

るでしょう。 

 

◆同一労働同一賃金による

人件費増をどうするか 

日本経済新聞（2019年９月

21日付）が実施した「社長100

人アンケート」によれば、同

一労働同一賃金に対応した

制度の導入により人件費が

「増える」「どちらかといえ

ば増える」と回答した企業は

46.9％でした。 

また、既に同一労働同一賃

金に対応した制度整備を終

えた企業のうち、「基本給・

給与」を見直した企業は少な

かったようです。同アンケー

トでは、非正規雇用に賞与支

給を開始する企業は 10.5％、

非正規雇用の基本給を正規

雇用並みに引き上げる企業

は 7.0％と少数でした。一方

で、「手当・福利厚生」を見

直したという回答が多く、た

とえば「時間外・深夜・休日

手当の割増率」を見直した企

業は 17.5％だったとのこと

です。 

企業によって対応に差は

ありますが、給与を中心とす

る待遇格差の是正や、そのコ

ストへの対応が必要です。大

手他社の動向も参考にしつ

つ、対応を急ぎましょう。 

 

 

平成 30 年度 長時間労

働の実態～厚生労働省

「長時間労働が疑われる

事業場に対して監督署が

実施した監督指導の結

果」より 

 

◆平成 30 年度の監督署指導

結果が公表 

厚生労働省は、長時間労働

が疑われる事業場に対して、

平成 30年４月から平成 31年

３月までに労働基準監督署

が実施した監督指導の結果
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（改正労働基準法等の施行

前の法令に基づくもの）を取

りまとめ、公表しています。

この監督指導は、各種情報か

ら時間外・休日労働時間数が

１カ月当たり 80 時間を超え

ていると考えられる事業場

や、長時間にわたる過重な労

働による過労死等に係る労

災請求が行われた事業場を

対象としたものです。 

 

◆40.4％の事業場で違法な

時間外労働 

公表された情報によれば、

監督指導実施事業場 29,097

のうち、11,766（40.4％）で

違法な時間外労働を確認し、

是正・改善に向けた指導を行

ったそうです。このうち時間

外・休日労働の実績が最も長

い労働者の時間数が月 80 時

間を超えるものが全体の

66.4％、100 時間を超えるも

のが 44.3％、150時間を超え

るものが約 10％という結果

が出ています。 

 

◆労働時間の適正な把握に

関する指導状況 

また、監督指導を実施した

事業場のうち、4,752 事業場

について、労働時間の把握が

不適正であることから、厚生

労働省「労働時間の適正な把

握のために使用者が講ずべ

き措置に関するガイドライ

ン」に適合するよう指導した

としています。指導事項とし

ては、「始業・終業時刻の確

認・記録」が 2,688事業場、

自己申告制による場合の「実

態調査の実施」が 2,154事業

場、「自己申告制の説明」が

296事業場、「適正な申告の

阻害要因の排除」が 244 事

業場となっています（指導

事項が複数の場合、それぞ

れに計上）。 

 

◆今後も積極的に実施され

る長時間労働是正に向けた

取組み 

厚生労働省は、11月の「過

重労働解消キャンペーン」

期間中には、重点的な監督

指導を行うとしています。

今後も長時間労働是正に向

けた取組みはますます強化

されることと思いますの

で、自社の労働時間の実態、

管理方法等を今一度確認し

ていく必要があるでしょ

う。 

 

 

11 月の税務と労務の手

続期限［提出先・納付先］ 

 

11 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特

別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格

取得届の提出＜前月以

降に採用した労働者が

いる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

 

 

15 日 

○ 所得税の予定納税額の

減額承認申請書（10 月

31日の現況）の提出［税

務署］ 

～山崎より一言～ 

 

インフルエンザは例年

12 月から３月にかけて流

行しますが、今シーズンは

早めの注意・対策が必要と

なりそうです。 

一般的に、インフルエン

ザ発症前日から発症前後

３～７日間はウィルスを

排出するといわれていま

すので、その期間は出勤さ

せないことが望ましいで

しょう。 

社内規程を確認し、必要

があれば整備しておきま

しょう。 

発症すると、もう大変！ 

お気をつけて下さいね。 

12 月 2 日 

○ 個人事業税の納付＜第

２期分＞［郵便局または

銀行］ 

○ 所得税の予定納税額の

納付＜第２期分＞［郵便

局または銀行］ 

○ 健保・厚年保険料の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 健康保険印紙受払等報

告書の提出［年金事務

所］ 

○ 労働保険印紙保険料納

付・納付計器使用状況報

告書の提出［公共職業安

定所］ 

○ 外国人雇用状況の届出

（雇用保険の被保険者

でない場合）＜雇入れ・

離職の翌月末日＞ 

［公共職業安定所］ 

 


